
住所

氏名

一般 老人

営業等所得 3,311,312円 ② 円 円
特定 その他

同居 別居

同居 別居

円 円 普通 円 ④

円 円 ④

円 円 ⑤⑥

円

前年繰越損失 円

合計所得金額 円

給与収入金額 円

公的年金等収入金額 円

所得割 円

総所得 円 均等割 円

［以下余白］ 円

円

円

上記のとおり相違ないことを証明します。

令和元年１０月２日

京都府府庁市長

円 生命保険料控除 円

［以下余白］ 円 社会保険料控除 円

④円

［非該当］

［非該当］

円

円

円

円

扶養障害者控除
特別

基礎控除

生年月日

円 小規模共済掛金控除 740,000円 老人扶養控除

平成３０年１月１日から平成３０年１２月３１日までの所得等の状況です。

③

円扶養控除

平成３０年　中所得金額

給与所得 341,820円 雑損控除

寡・勤控除
本人

円円 配偶者控除①

平成３１年度分　合計年税額 円

備考

府寄付金税額控除

市民税 府民税
所得割

均等割

円

円

平成３１年度　市・府民税　課税証明書

課税標準額

配偶者特別控除

［以下余白］

市住宅借入金特別控除

府住宅借入金特別控除

市寄付金税額控除

納税義務者

控除等の内訳

医療費控除

地震保険料控除

控除合計

税額控除

障害者控除

市長印

こちらではありません。

総所得金額（給与所得

や営業等所得の合計）

対象年度のものを取得してください。

※課税証明書の一般的な例です。

本例における所得額の計算方法

所得（341,820円（給与所得）＋3,311,312円（営業等所得））
－80,000（一律控除額）－740,000（①から⑥の合計）
＝2,833,132円【所得額】


